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1. 概要 

本資料は，炉心の著しい損傷後の格納容器圧力逃がし装置を作動させる場合に放出さ

れる放射性雲通過時において，中央制御室待避室にとどまる運転員の被ばくを低減する

ために設置する中央制御室待避室遮蔽（常設）（以下「中央制御室待避室遮蔽」という。）

について，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震時の構造強度及び機能維持の

確認について説明するものであり，その評価は，地震応答解析による評価及び応力解析に

よる評価により行う。 
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2. 基本方針 

中央制御室待避室遮蔽は，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和

設備」に分類される。以下，分類に応じた耐震評価を示す。 

 

2.1 位置 

中央制御室待避室遮蔽は，コントロール建屋内にある中央制御室待避室の一部を構

成している。中央制御室待避室遮蔽を含むコントロール建屋の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

図 2－1 中央制御室待避室遮蔽を含むコントロール建屋の設置位置 
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2.2 構造概要 

コントロール建屋は，地上 2 階，地下 2 階建ての鉄筋コンクリート造を主体と

した建物となっている。 

コントロール建屋の平面は，42.0m（NS 方向）×59.0m（EW 方向）である。基礎スラ

ブ底面からの高さは 29.6m であり，地上高さは 12.1m である。 

中央制御室待避室はコントロール建屋の 2 階に位置する。中央制御室待避室は，中央

制御室待避室遮蔽（間仕切壁，新設壁，新設スラブ）及び中央制御室遮蔽（耐震壁，床

スラブ）で構成されており，壁の厚さは        ，スラブの厚さは 0.41～0.5m であ

る。 

中央制御室待避室の概略平面図及び概略断面図を図 2－2 及び図 2－3 に示す。 
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中央制御室待避室平面拡大図 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 中央制御室待避室の概略平面図 

（コントロール建屋 2F，T.M.S.L. 17.3m）  
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図 2－3 中央制御室待避室の概略断面図 

(A-A 断面) 
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2.3 評価方針 

中央制御室待避室遮蔽は，重大事故等対処施設においては「常設重大事故緩和設

備」に分類される。 

中央制御室待避室は，中央制御室待避室遮蔽（間仕切壁，新設壁，新設スラブ）及び

中央制御室遮蔽（耐震壁，床スラブ）で構成されており，重大事故等対処施設としての

評価においては，基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下「Ｓｓ地震時に対す

る評価」という。）を行う。 

中央制御室待避室を構成する中央制御室待避室遮蔽及び中央制御室遮蔽の評価は，Ⅴ

-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，地震応答解析による評価においては，耐震壁

についてせん断ひずみの評価を，応力解析による評価においては，新設スラブ，床スラ

ブ及び新設壁について断面の評価を行うことで，地震時の構造強度及び機能維持の確認

を行う。機能維持の確認において，建物・構築物の構造強度の許容限界であるせ

ん断ひずみを用いて算定した空気漏えい量が，設置する換気設備の性能を下回る

ことで必要な気密性を維持する設計とする（別紙「中央制御室待避室の気密性に

関する計算書」参照）。それぞれの評価は，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答

計算書」の結果を踏まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮す

る。中央制御室待避室遮蔽の評価フローを図 2－4 に示す。 

なお，中央制御室待避室を構成する耐震壁は，中央制御室遮蔽の一部であることを踏

まえ、地震時の構造強度及び機能維持の確認はⅤ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性に

ついての計算書」によるものとする。また，コントロール建屋は地震力を主に耐震壁で

負担する構造となっており，柱，はり，間仕切壁等は耐震壁の変形に追従すること，ま

た，全体に剛性の高い構造となっており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの

変形が抑えられるため，各層の耐震壁が最大せん断ひずみの許容限界を満足していれば，

建物・構築物に要求される機能は維持される。 
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注記＊1：地震応答解析による評価はⅤ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての 

計算書」によるものとする。 

＊2：Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行 

う。 

 

図 2－4 中央制御室待避室遮蔽の評価フロー 
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2.4 適用規格・基準等 

中央制御室待避室遮蔽の評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建

築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 
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3. 応力解析による評価方法 

3.1 評価対象部位及び評価方針 

中央制御室待避室遮蔽の応力解析による評価対象部位は，中央制御室待避室を構成

する新設スラブ，床スラブ及び新設壁とし，弾性応力解析により評価を行う。弾性応力

解析にあたっては，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」による結果を用い

て，荷重の組合せを行う。 

 

3.1.1 スラブ 

Ｓｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した鉛直方向の地震力

と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「原子力施設鉄筋コンクリ

ート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以下「RC-N 規

準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認する。評価につい

ては，スラブの検定値が大きい部材を選定して示すこととし，評価対象は床スラブ

とする。 

応力解析による評価フローを図 3－1 に，スラブの評価を記載する部材の位置を

図 3－2 に示す。 

なお，水平方向の地震荷重に対する評価は，建屋全体が剛性の高い構造となって

おり，耐震壁間での相対変形が小さく，スラブの面内変形が抑えられることから，

地震応答解析による評価に含まれる。 

 

  



 

10 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
8
-
4-
4
 
R0
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 スラブの応力解析による評価フロー 
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注記＊：材料物性の不確かさ 

    を考慮する。  
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図 3－2 スラブの評価を記載する部材の位置 
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3.1.2 壁 

Ｓｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した水平方向の地震力

により発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定した許容限界を超えないこと

を確認する。 

応力解析による評価フローを図 3－3 に，遮蔽壁の評価を記載する部材の位置を

図 3－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－3 新設壁の応力解析による評価フロー 
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    を考慮する。  
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中央制御室待避室平面拡大図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－4 壁の評価を記載する部材の位置 
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重及

び荷重の組合せを用いる。 

 

3.2.1 スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

表 3－1，表 3－2 に荷重の一覧を示す。固定荷重(Ｇ)，積載荷重(Ｐ)は平

成 4 年 10 月 13 日付け 4 資庁第 8732 号にて認可された工事計画の添付資

料「Ⅳ-2-2-1 コントロール建屋の耐震性についての計算書」に基づき設

定する。 

 

表 3－1 固定荷重(Ｇ) 

部位 固定荷重（kN/m2） 

床スラブ 62.40 

 

表 3－2 積載荷重(Ｐ) 

部位 積載荷重（kN/m2） 

床スラブ 5.88 
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b. 地震荷重(Ｓs) 

鉛直地震力は，基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析より算定される動的地

震力より設定する。 

床スラブが，長辺方向 8.5m，短辺方向 2.9m で厚さ 0.5m の鉄筋コンクリート

造スラブであることから剛とみなす。 

鉛直方向の地震荷重は，図 3－5 に示す基準地震動Ｓｓに対するコントロール

建屋の質点系モデルの中央制御室床レベル（T.M.S.L. 17.3m，質点番号 2）の最

大応答加速度より算定される鉛直震度とする。 

 

 

 

注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は部材番号を示す。 

注 3 ： ○ 印の動的応答を用いる。 

 

図 3－5 基準地震動Ｓｓに対する質点系モデル（鉛直方向） 
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(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ+Ｐ+Ｓｓ 

Ｇ   ：固定荷重 

Ｐ   ：積載荷重 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重 
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3.2.2 壁 

水平地震力は，保守的に基準地震動Ｓｓに対する地震応答解析により算定され

る動的地震力より設定する。 

Ｓｓ地震時荷重は，図 3－6 に示す基準地震動Ｓｓに対するコントロール建屋

の質点系モデルの中央制御室レベル（T.M.S.L. 17.3m～T.M.S.L. 24.1m，部材番

号 1）の最大応答せん断力によるものとし，当該階の耐震壁の剛性を考慮し適切

に新設壁に作用するせん断力を設定する。 

 

 

 

注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は部材番号を示す。 

注 3 ： □ 印の動的応答を用いる。 

 

図 3－6 基準地震動Ｓｓに対する質点系モデル（水平方向） 
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3.3 許容限界 

応力解析による評価における中央制御室待避室遮蔽の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維

持の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の基本方針に基づき，表 3－4

のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 3－5 及び表 3－6 に示す。 

 

表 3－4 応力解析による評価における許容限界 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

スラブ 

新設壁 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局強度 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性能を損

なわないこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

スラブ 

新設壁 

部材に生じる

応力が遮蔽性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊1 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

維持するこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

スラブ 

新設壁 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊2 

注記＊1：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 

＊2：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後において

も気密性を維持できる設計とする。 

  



 

19 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
8
-
4-
4
 
R0
 

 

表 3－5 コンクリートの許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

32.3 21.5 1.21 

 

 

表 3－6 鉄筋の許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断補強 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 
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3.4 解析モデル 

スラブの鉛直地震動による影響に対する検討において，柱，壁及びはりで囲まれた図

3－2 に示す範囲についてモデル化する。 

スラブの解析モデルは，床スラブについては，単位幅についてはりで支持された両端

固定はりとして評価する。スラブの解析モデルを図 3－7 に示す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a） 床スラブ（両端固定はり） 

 

図 3－7 解析モデル 

 

  

2.9m 

等分布荷重 
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3.5 評価方法 

3.5.1 応力解析方法 

(1) 荷重ケース 

作用荷重のうち地震荷重は，固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する場

合に生じる応力が最大となるため，鉛直下向きの場合のみ考慮する。 

 

(2) 長期荷重の算出方法 

長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力の算出

方法は下式のとおり算出する。長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモー

メント及びせん断力を表 3－7 に示す。 

     

（両端固定はり） 

・端部曲げモーメント(ＭＥ) 

ＭＥ ＝
12
1
ｗ･ℓ2 

・中央部曲げモーメント(ＭＣ) 

ＭＣ ＝
24
1
ｗ･ℓ2 

・せん断力(ＱＥ) 

ＱＥ ＝
2
1
ｗ･ℓ 

 

ここで， 

ℓ ：有効スパン（m） 

ｗ ：単位面積あたりの長期荷重（kN/m2） 

 

 

表 3－7 長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力 

部材 
スラブ厚 

(m) 
方向 

端部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

中央部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

せん断力 

(kN/m) 

床スラブ 0.5 短辺(EW) 47.9  23.9  99.0  
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(3) Ｓs 地震時の応力の算出方法 

「(2) 長期荷重の算出方法」における長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部

曲げモーメント及びせん断力を，中央制御室床レベル（T.M.S.L. 17.3m，質点番号

2）の鉛直方向最大応答加速度より算出した鉛直震度により係数倍することで算出

する。鉛直方向最大応答加速度を表 3－8 に示す。また，鉛直震度より算出した端

部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力を表 3－9 に示す。 

 

表 3－8 地震応答解析による最大応答加速度 

 基準地震動Ｓｓ 

質点番号 
T.M.S.L. 

（m） 

最大値 

(m/s2) 

2 17.3 9.09 

 

 

表 3－9 鉛直震度より算出した端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力 

部位 
検討用 

鉛直震度 
方向 

端部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

中央部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

せん断力 

(kN/m) 

床スラブ 1.93 短辺(EW) 92.4  46.1  191.1  
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3.5.2 スラブの断面評価方法 

(1) 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメントが，

次式をもとに計算した短期許容曲げモーメントを超えないことを確認する。 

 

ＭＡ＝ａｔ･ƒｔ･ｊ 

ここで， 

ＭＡ ：短期許容曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ƒｔ ：引張鉄筋の短期許容引張応力度（N/mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

 

(2) 面外せん断力に対する断面評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力が，

次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･α･ƒｓ 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm）  

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ƒｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 

 

3.5.3 壁の断面評価方法 

Ｓｓ地震時について，せん断力による応力は，すべて鉄筋で負担することと

し，必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えていないことを確認する。 
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4. 評価結果 

スラブの配筋一覧を表 4－1 に示す。また，「3.5.2 スラブの断面評価方法」に基づ

いた断面の評価結果を表 4－2～表 4－3 に示す。 

Ｓｓ地震時において，発生値が許容限界を超えないことを確認した。 

 

表 4－1 スラブの配筋一覧 

スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

床スラブ 
NS 

D19@200 1435 D19@200 1435 
EW 

 

 

表 4－2 床スラブの評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

方向 短辺（EW）方向 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 500×1000 

有効せいｄ(mm) 440 

配
筋 

上ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

下ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメントＭ

(kN･m/m) 
92.4 

許容限界ＭＡ 

(kN･m/m) 
190.6 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.49 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ 

(kN/m) 
191.1 

せん断スパン比による

割増し係数α 
1.0 

許容限界ＱＡ 

(kN/m) 
465.9 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.42 

判定 可 

 

  



 

25 

K
7
 
①
 Ⅴ

-
2-
8
-
4-
4
 
R0
 

表 4－3 新設壁の評価結果（基準地震動Ｓｓ） 

方向 NS 方向 

T.M.S.L.(m) 17.30～20.76 

せん断断面積(m2) 3.731 

壁厚(mm) 410 

配 

筋 

縦筋 

配筋 

2-D16@200 

(1990mm2/m) 

縦筋 

設計鉄筋比 

Ｐg(％) 

0.48 

横筋 

配筋 

2-D16@200 

(1990mm2/m) 

横筋 

設計鉄筋比 

Ｐg(％) 

0.48 

面
内
せ
ん
断
力 

せん断応力度

τ(N/mm2) 
1.40 

必要鉄筋比 

ＰＱ(％) 
0.406 

ＰＱ/Ｐg 0.85 
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Ⅴ-2-8-4-4 別紙 中央制御室待避室の気密性に関する計算書 
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1. 概要 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（昭和 53 年 9 月制定）におけるＡク

ラスの施設の気密性について，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987

（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という。）では，Ｓ１地震動に

対し弾性範囲であることを確認することで，機能が維持されるとしている。 

機能維持の設計方針では，耐震壁のせん断ひずみが概ね弾性状態にとどまることを基

本としたうえで，概ね弾性状態を超える場合は，地震応答解析による耐震壁のせん断ひ

ずみから算定した空気漏えい量が，設置する換気設備の性能を下回ることで必要な気密

性を維持する設計としている。その場合，気密性を要求される施設に対し，基準地震動

ＳＳによる鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界を最大せん断ひずみ 2.0×10-3としてい

る。 

中央制御室待避室遮蔽の地震応答解析による評価において，鉄筋コンクリート造耐震

壁の許容限界として設定した最大せん断ひずみ 2.0×10-3 の適用性について確認するた

めに，耐震壁のせん断ひび割れと空気漏えい量の関係に係る既往の知見を整理するとと

もに，中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）の処理対象となるバウンダリ（以下

「待避室バウンダリ」という。）における空気漏えい量に対する影響を評価する。 

 

2. 既往の知見等の整理 

（財）原子力発電技術機構は，「原子力発電施設耐震信頼性実証試験に関する報告書＊1」

において，ＪＥＡＧ４６０１-1987 による許容限界の目安値（Ｓ 2 地震時に対してせん

断変形角 2/1000 rad，静的地震力に対して τ＝τ u/1.5）において想定されるひび割れ

を残留ひび割れと仮定した場合の外気侵入量を算出し，気圧差維持のためのファン容量

と比較することで，空気漏えい量に対する評価を実施している。その結果「残留ひび割

れからの外気侵入量は，ファン容量に比較すると無視できるほど小さいことが明らかに

なった。」としている。 

また，（財）原子力発電技術機構は，「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書＊2」に

おいて，耐震壁の残留ひび割れからの通気量の評価式が，十分に実機への適用性がある

ことを確認している。更に，開口部の存在による通気量割増率の評価式も示されており，

「開口部の残留ひび割れ幅の割増率がおおよそ推定できる。」としている。 

したがって，待避室バウンダリを構成する壁が鉄筋コンクリート造であり，壁厚も

「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書＊2」に示される壁厚と同程度であることから，

同文献にて提案されている各評価式を用い，待避室バウンダリにおける空気漏えい量の

算出を行う。以下に評価式を示す。 
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総漏えい量 

Ｑ・Ａ・ΔＱ （L/min） ················································· （2.1） 

ここで， 

 Ａ ：壁の面積（m2） 

 

Ｑ＝Ｃ・γ２．５７・ΔＰ／Ｔ ·············································· （2.2） 

ここで， 

 Ｑ ：単位面積あたりの流量（L/min/m2） 

 Ｃ ：定数 

   （中央値は 2.24×106，95%非超過値は 1.18×107，5%非超過値は 4.21×105） 

 γ ：最大せん断ひずみ 

 ΔＰ：差圧（mmAq） 

 Ｔ ：壁厚（m） 

 

Δ
Ｑ

= α －１ ・
Ｑ´

Ｑ
０

－１ －１ ・β + １ ································ (2.3) 

ここで， 

 ΔＱ：通気量割増率 

 α  ：通気量割増範囲（＝3） 

 
Ｑ´

Ｑ
０

 ：定数 

   （中央値とみなされる評価法では 1.81，安全側とみなされる評価法では 7.41） 

 β  ：壁の見付け面積に対する開口の総面積 

 

 

 

注記＊1：財団法人 原子力発電技術機構「原子力発電施設耐震信頼性実証試験原子炉建屋 

     総合評価 建屋基礎地盤系評価に関する報告書（その 2）平成 8 年度」 

  ＊2：財団法人 原子力発電技術機構「耐震安全解析コード改良試験 原子炉建屋の 

     弾塑性試験 試験結果の評価に関する報告書 平成 5 年度」 
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3. 待避室バウンダリにおける空気漏えい量に対する影響検討 

 3.1 検討方針 

「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書」に基づき，（2.1）式～（2.3）式によ

り，待避室バウンダリを構成する壁の最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）に

達したときの空気漏えい量を算定し，陽圧化装置必要換気量（1.5（m3/min））を超

えないことを確認する。 

待避室バウンダリ範囲を図 3－1 に示す。待避室バウンダリ（T.M.S.L.17.3m～

T.M.S.L. 20.76m）を構成する壁の壁厚は          である。 
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（a）T.M.S.L.17.3m 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）待避室バウンダリの概要 

図 3－1 待避室バウンダリの範囲 

  

中央制御室 

中央制御室待避室 

：待避室バウンダリ 
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 3.2 空気漏えい量の算定結果 

待避室バウンダリの壁厚ごとに空気漏えい量を算定した。本検討は，地震応答解析

のせん断ひずみの許容限界として最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を用いることの適用性

を確認することが目的であることから，評価式における定数について，安全側の値を

用いた。算定結果を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 待避室バウンダリの気密性計算結果 

注記＊1：保守的に各壁の最大せん断ひずみが同時に許容限界となることを想定。 

   ＊2：待避室バウンダリの陽圧化に必要な差圧条件とする。 

   ＊3：気密バウンダリを構成する壁の総面積を用いる。 

 

 3.3 総漏えい量と陽圧化装置必要換気量の比較 

待避室バウンダリの総漏えい量と陽圧化装置必要換気量を表 3－2 に示す。待避室

バウンダリについて総漏えい量は，陽圧化装置必要換気量の 3％程度であることを確

認した。 

 

表 3－2 総漏えい量と陽圧化装置必要換気量の比較 

総漏えい量 

(m3/min) 

陽圧化装置必要換気量 

(m3/min) 

0.1 1.5 

 

 

 

 

 

 

 

壁厚 

Ｔ 

(m) 

定数 
最大＊1 

せん断 

ひずみ 

γ 

差圧＊2 

ΔＰ 

(mmAq) 

壁の＊3 

面積 

Ａ 

(m2) 

漏えい量 

Ｑ 

(L/min/m2) 

壁の見

付け面

積に対

する開

口の総

面積 

β 

通気量

割増率

ΔＱ 

総 

漏えい量 

Ｑ×Ａ×ΔＱ 

(L/min) 

Ｃ Ｑ'/Ｑ 0 

 1.18×107 7.41 2×10-3 6.2 16 0.29 0.049 3.47 17 

 1.18×107 7.41 2×10-3 6.2 28 0.21 0.000 1.00 6 

 1.18×107 7.41 2×10-3 6.2 26 0.13 0.087 5.38 19 

        合計 42 
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 3.4 検討結果 

待避室バウンダリについて，総漏えい量は陽圧化装置必要換気量を超えないことを

確認した。 

よって，待避室バウンダリは，鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界を最大せん断

ひずみ 2.0×10-3 とした場合において，換気設備とあいまって機能を維持できる気密

性を有している。 

 

4. まとめ 

  待避室バウンダリは，鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界として設定した最大せん 

 断ひずみ 2.0×10-3 を適用した場合において，換気設備とあいまって機能を維持できる 

 気密性を有していることを確認した。 

  以上より，コントロール建屋の中央制御室待避室の地震応答解析による評価において， 

 換気設備とあいまって気密性を維持するために設定する。 

 許容限界として，最大せん断ひずみ 2.0×10-3 を用いることの適用性を確認した。 
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